
9 款 1 項 2 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

28,762 28,762 28,762 28,762 28,762 143,810

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

各種訓練等への出動 人 6313 8707 2025 8324
消防ポンプ車等の管理 台 43 88 88 88
火災出動人数 人 619 2100 1 279

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 24,845 20,345 4,945 16,541

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 5,287 1,272 636 1,272
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.65 0.16 0.08 0.16
人件費単価 8,135 7,954 7,954

1,272
合計 0 20,345 4,945 16,541

事業費
直接事業費 19,558 19,073 4,309 15,269
人件費 5,287 1,272 636

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

火災出動等への緊急対応、また技能維持及び士気団結を保つ各種訓練、市民への防火啓発を図る消防団員
に対し、出動手当を支給する。

事業の内容

火災、行方不明者捜索、各種訓練（消防合同訓練、林野火災防御訓練、文化財防災訓練、夏季・秋季訓練
等）、火災予防運動行事（防火パレード、防火訪問等）、消防水利調査、出初式等への出動手当を支給。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」の交付を踏まえ、本市消防団員の処遇改善を図
り、消防団の充実に資するため、県下各市町消防団出動手当との格差調整を、条例の一部を改正する条例の
制定を提案する。

事業の対象 伊予市消防団

根拠法令等
伊予市消防団の設置等に関する条例

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 危機管理課 電話番号（内線）： 982-0119
記入者情報 所属長： 泉 仁 担当責任者： 岡田 孝弘

事務事業名 消防団員手当支給事務
予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
消防・防災・安全の確保

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

愛媛県平均額を参考に伊予市消防団の設置に関する条例の改定を行い、消防団の処遇の改善が図れ
た。

二次評価

B成果向上の可能性 5
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 4

Aコスト効率

課題認識

　地方公共団体の非常勤特別職である消防団員に対し、「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に
関する法律」が施行されたこと、また、愛媛県下でも下位であった出動手当等について、各協議がなされ、
県内同程度の市町額への処遇改善が図られたものである。　市町合併後から課題とされていた同課題の
改善が行われたものと認識する。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

A

5
受益者負担の適正 5

施策への貢献度 5

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

A市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

効率性
手段の最適性 5

Aコスト効率 5
受益者負担の適正 5

有効性
事業の効果 5

A成果向上の可能性 4

目　　標 22180 20929 28762 0
実　　績 19558 15269 0 0

成果指標

成果指標
(実績)現状出動手当(火災@1,670、訓練@1,560)(目標)（改定出動手当-現状出動手当）/現状出動手当×100

指標設定の
考え方

消防団員の処遇改善の一つとして、出動手当額を近隣市町額と調整することを目標に達成度を測る。

区分年度 25年度 26年度 27年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


